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日

号
外

ペ
ー
ジ

六

不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

命
令

二
六
280

三
七

七

宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令

二
六
280

三
七

八

指
定
避
難
施
設
の
管
理
及
び

協
定
避
難
施
設
の
管
理
協
定

に
関
す
る
命
令

二
六
280

三
七

〇
内
閣
府
、
国
土
交
通
省
、

環
境
省

一

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区

域
法
第
四
十
九
条
第
六
項
に

規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
、

環
境
大
臣
等
に
対
す
る
協
議

に
関
す
る
命
令

二
二
278

三
六

省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
総

務

省

一
五
三

総
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一

二

一
五
四

総
務
省
所
管
補
助
金
等
交
付

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

二

二

一
五
五

地
方
団
体
に
対
し
て
交
付
す

べ
き
平
成
二
十
三
年
度
分
の

震
災
復
興
特
別
交
付
税
の
額

の
算
定
方
法
、
決
定
時
期
及

び
決
定
額
並
び
に
交
付
時
期

及
び
交
付
額
の
特
例
等
に
関

す
る
省
令

二
特52

J
K
P

一
五
六

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
特52

J
L
J

一
五
七

過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措

置
法
第
十
二
条
第
二
項
に
規

定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
額

を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

二
特52

J
L
L

一
五
八

特
別
交
付
税
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

九
266

一

一
五
九

無
線
設
備
規
則
及
び
特
定
無

線
設
備
の
技
術
基
準
適
合
証

明
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
三

一

一
六
〇

普
通
交
付
税
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
四
269

J
I
Q

一
六
一

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
四
269

J
I
Q

一
六
二

電
波
法
施
行
規
則
等
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
四
270

二

一
六
三

特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準

適
合
証
明
等
に
関
す
る
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
六

二

一
六
四

電
波
法
施
行
規
則
等
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
六
273

一

一
六
五

危
険
物
の
規
制
に
関
す
る
規

則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

二
一
276

四
五

一
六
六

危
険
物
の
規
制
に
関
す
る
政

令
別
表
第
一
及
び
同
令
別
表

第
二
の
総
務
省
令
で
定
め
る

物
質
及
び
数
量
を
指
定
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

二
一
276

五
一

一
六
七

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
二

二

一
六
八

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区

域
法
第
四
十
三
条
の
地
方
税

の
課
税
免
除
又
は
不
均
一
課

税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ

る
場
合
等
を
定
め
る
省
令

二
二
278

三
六

一
六
九

地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
六
280

三
八

一
七
〇

地
方
公
営
企
業
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六
280

三
八

〇
総
務
省
、
外
務
省

一

在
外
選
挙
人
名
簿
の
登
録
申

請
に
関
す
る
領
事
官
の
管
轄

区
域
を
定
め
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
六
280

三
九

〇
総
務
省
、
財
務
省

二

租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う

所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び

地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す

る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
259

九
二

三

〃

二
特52
J
L
L

〇
総

務

省
、
財

務

省
、

厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省

二

中
小
企
業
に
よ
る
地
域
産
業

資
源
を
活
用
し
た
事
業
活
動

の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

二
二

三

〇
総
務
省
、
経
済
産
業
省

二

特
定
機
器
に
係
る
適
合
性
評

価
手
続
の
結
果
の
外
国
と
の

相
互
承
認
の
実
施
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

一
六

二

〇
総

務

省
、
経
済
産
業
省
、

国
土
交
通
省

一

石
油
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
事
業
の

事
業
用
施
設
の
技
術
上
の
基

準
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
一
276

五
三

〇
総
務
省
、
国
土
交
通
省

三

公
有
地
の
拡
大
の
推
進
に
関

す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
二

三

〇
法

務

省

三
七

供
託
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

七

二

三
八

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の

支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
六

二

三
九

法
務
省
の
所
管
す
る
法
令
の

規
定
に
基
づ
く
行
政
手
続
等

に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術

の
利
用
に
関
す
る
規
則
及
び

法
務
省
の
所
管
す
る
法
令
の

規
定
に
基
づ
く
行
政
手
続
等

に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術

の
利
用
に
関
す
る
規
則
及
び

法
務
省
の
所
管
す
る
法
令
の

規
定
に
基
づ
く
民
間
事
業
者

等
が
行
う
書
面
の
保
存
等
に

お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の

利
用
に
関
す
る
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
一
276

五
四

四
〇

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の

支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則

及
び
登
記
事
務
委
任
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
二

三

›
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